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玉村町企業立地促進条例 

(目的) 

第１条 この条例は、町における企業立地の促進を図り、もって町民の雇用

機会を拡大させるとともに、町の経済の発展及び町民生活の向上に資する

ことを目的とする。 

(定義) 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

(1) 企業等 営利の目的をもって事業を営むものをいう。この場合にお

いて、会社法（平成１７年法律第８６号)第２条第１項第４号に規定す

る親会社及び同項第３号に規定する子会社の関係を有する企業が、共

同で同一敷地内において同一事業を行う場合は、固定資産税等の納税

者がそれぞれ異なる場合であっても、一つの企業としてみなすものと

する。 

(2) 企業立地 企業等が町内において事業所の新設又は増設若しくは移

設をすることをいう。 

(3) 事業所 企業等が行う事業（規則で定める事業を除く。）の用に供

される事務所、工場、店舗その他これらに類する施設をいう。 

(4) 投下固定資産額 企業立地に伴い、企業等が取得した地方税法(昭和

２５年法律第２２６号)第３４１条に規定する土地、家屋及び償却資産

（以下「固定資産」という。）の取得価額の総額をいう。 

(5) 新設 町内に事業所を有しない企業等が町内に事業所を設置するこ

と、又は現に町内に事業所を有する企業等が当該事業所において行わ

れる事業と異なる事業の用に供される事業所を町内に設置することを

いう。 

(6) 増設 町内に事業所を有する企業等が、事業の規模を拡大する目的

で、当該事業所が存する場所以外の町内の場所において、当該事業所

と別に事業所を設置すること、又は町内に既に存する事業所の規模を

拡大することをいう。 



2 

 

(7) 移設 町内に事業所を有する企業等が、事業の規模を拡大する目的

で、当該事業所を廃止し、当該事業所が存する場所以外の町内の場所

に事業所を設置することをいう。 

（企業等への支援) 

第３条 町長は、企業立地をしようとする企業等に対し、次に掲げる事項に

ついて、援助、あっせん、便宜の供与その他の支援をすることができる。 

(1) 企業立地に必要な用地等の確保に関すること。 

(2) 企業立地に必要な資金の確保に関すること。 

(3) 新規地元常用従業者の確保に関すること。 

(4) その他町長が必要と認めるもの 

(奨励金の交付) 

第４条 町長は、第９条に規定する指定事業者に対し、第７条各号に掲げる

指定の要件を満たした場合において、企業立地促進奨励金（以下「奨励金」

という。）を交付することができる。 

 (重複助成の制限) 

第５条 前条の奨励金を受けようとする企業等は、企業立地に関し、町が行

う他の優遇制度を受けてはならない。 

(奨励金の額等) 

第６条 奨励金の額は、企業立地に伴い企業等が取得した固定資産に係る固

定資産税の額に相当する額とする。ただし、奨励金は、１年間１，５００

万円を限度額とする。 

２ 交付の期間は、企業立地に伴い企業等が取得した固定資産に係る固定資

産税が操業開始後最初に課される年度から起算し、３年度とする。 

(指定の要件) 

第７条 町長は、企業立地をしようとする企業等のうち、新設をしようとす

るものにあっては次の各号のいずれにも該当するものを、増設又は移設を

しようとするものにあっては第２号及び第３号の規定に該当するものを奨

励金の交付を受けることができるものとして指定するものとする。 
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(1) 新設にあっては３，０００平方メートル以上の企業立地に係る事業

所の用地を取得し、かつ、当該用地の取得の日から起算して１年以内

に当該事業所の建設に着手すること。 

(2) 投下固定資産額が、新設の場合にあっては１億円以上、増設及び移

設の場合にあっては５，０００万円以上であること。 

(3) 企業立地に係る事業所について、公害の発生のおそれがないこと、

又は公害の発生の防止に必要な措置を講じていること。 

２ 前項の規定にかかわらず、町長は新設をしようとする企業等にあっては

同項第１号及び第２号の規定に該当するもの、増設又は移設をしようとす

る企業等にあっては同号の規定に該当するもののうち、適当と認めたもの

を奨励金の交付を受けることができるものとして指定することができる。 

 (指定の申請) 

第８条 前条の規定による指定を受けようとする企業等は、町長に申請しな

ければならない。 

(指定) 

第９条 町長は、前条の申請があったときは、これを審査し、適当と認める

ときは、指定を行うものとする。この場合において、町長は、当該指定に

必要な条件を付することができる。 

(変更の届出) 

第１０条 前条の規定により指定を受けた企業等（以下「指定事業者」とい

う。）は、当該指定の内容を変更しようとするときは、町長に届け出なけ

ればならない。この場合において、町長は、当該指定の内容の変更に必要

な条件を付することができる。 

(指定の承継) 

第１１条 指定事業者に合併、分割、営業譲渡、相続その他の異動が生じた

場合において、当該指定事業者の企業立地又は企業立地に係る事業の全部

を承継する企業等は、当該指定事業者の地位を承継する。 

２ 前項の規定により指定事業者の地位を承継した者は、町長に届け出なけ

ればならない。 
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(指定の取消し) 

第１２条 町長は、指定事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたと

きは、その指定を取り消すことができる。 

(1) 第７条各号に規定する指定の要件を欠くに至ったとき。 

(2) 企業立地に係る事業所を廃止し、又はこれと同様の状態に至ったとき。 

(3) 第９条後段又は第１０条後段の規定により付された条件に違反した

とき。 

(4) 企業立地に係る事業所を第８条の規定により申請した事業以外の事

業の用に供したとき。 

(5) 偽りその他不正の手段により、指定又は奨励金の交付を受け、又は

受けようとしたとき。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、この条例又はこれに基づく規則に違反

する行為があったとき。 

(操業開始の報告) 

第１３条 指定事業者は、企業立地に係る事業所の操業を開始したときは、

町長に報告しなければならない。 

(交付の申請) 

第１４条 奨励金の交付を受けようとする指定事業者は、毎年度、町長が指

定する期日までに、町長に申請しなければならない。 

２ 指定事業者は、前項の規定による申請をする時点において、町税に滞納

があってはならない。 

３ 町長は、第１項の規定による申請を受けたときは、これを審査し、予算

の範囲内において、当該年度に交付する奨励金の交付を決定するものとす

る。 

(交付の決定の取消し) 

第１５条 町長は、奨励金の交付を受けた指定事業者が第１２条の規定によ

り指定を取り消された場合には、前条第 3 項の規定による交付の決定を取

り消すことができる。 

(奨励金の返還) 



5 

 

第１６条 町長は、前条の規定により奨励金の交付の決定を取り消した場合

において、奨励金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命

じなければならない。 

(報告等) 

第１７条 町長は、この条例の施行に必要な限度において、第３条に規定す

る支援を受けた企業等又は奨励金の交付を受けた企業等に対し、報告又は

資料の提出を求めることができる。 

(委任) 

第１８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項

は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成２３年４月１日から施行する。 

 附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 


